
   

「令和６年度第１回 独立行政法人勤労者退職金共済機構契約監視委員会」の審議概要について 

 

開催日 

及び場所 
令和６年６月 13 日（木） 勤労者退職金共済機構１９階役員会議室（Web 開催） 

委 員 

（敬称略） 

竹内 啓博（公認会計士） 

田極 春美（三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱主任研究員） 

山本 勲（慶應義塾大学商学部教授） 

清水 幸（独立行政法人勤労者退職金共済機構 監事） 

熊谷 麻貴子（独立行政法人勤労者退職金共済機構 監事（非常勤）） 

審査対象 令和６年２月～令和６年４月に契約締結された案件 

概 要 

● 点検・見直しの審議について  

令和６年２月～令和６年４月契約の事後点検についての審議 

【競争性のない随意契約】 合計  ６件 

【一者応札・一者応募】   合計  １３件 

【主な指摘事項等】 

 （１）随意契約 

特段の指摘なし。 

 

 （２）一者応札・一者応募 

①「資産運用に係るコンサルティング業務委託」 

 前回調達で落選した理由が開示されなければ応募しても再び落選する可能性がある

として参加を辞退した業者がいたことから、調達に参加した業者が次回の調達に活か

せるよう、何らかの形で不採用の理由等をフィードバックするよう努めること。 

 また、単年度契約ではなく複数年度契約に切り替えることを検討すること。 

 

②「端末更改に伴う特退共システムの改修並びに保守業務」 

参考見積の作成を依頼したが引き受けてもらえなかった業者に対して参考見積を提

出いただけなかった理由をヒアリングするとともに、複数企業が参加しやすい環境をつ

くる観点から、当該調達において参入障壁が高いと思われる要素がないか検証を行う

こと。 

 

③「情報化統括責任者（CIO）補佐官及び最高情報セキュリティアドバイザー業務」 

 仕様書の要件にある「原則として週３日程度機構において執務する。」について、機

構に来て執務する必要があるもの以外は、Web 会議やメール等のオンライン対応とす

る等、機構での執務日数について要件の緩和を検討すること。 

 

④「資産運用に係るコンサルティング業務委託」及び「建設業退職金共済制度適用事

業主工事現場標識（シール）及び専用封筒印刷業務」 



   

あらかじめ公示期間等を長く設定できるよう、誠意をもって改善に努めること。 

 

【指摘事項等に対する対応】 

 （２）一者応札・一者応募 

①「資産運用に係るコンサルティング業務委託」 

 不採用となった業者に対するフィードバックを行うこととし、具体的な方法については

検討することとしたい。 

 さらに、次回の調達においては、複数年度契約への切り替えも検討することとしたい。 

 

②「端末更改に伴う特退共システムの改修並びに保守業務」 

 参考見積の作成を依頼し、引き受けてもらえなかった業者に対してヒアリングを行うこ

ととし、当該調達において参入障壁が高いと思われる要素がないか検証を行うこととし

たい。 

 

③「情報化統括責任者（CIO）補佐官及び最高情報セキュリティアドバイザー業務」 

 オンラインで対応可能な業務についてはオンライン対応とするよう努め、業務上仕様

書の要件を緩和しても業務に支障がないかどうかを検討することとしたい。 

 

④「資産運用に係るコンサルティング業務委託」及び「建設業退職金共済制度適用事

業主工事現場標識（シール）及び専用封筒印刷業務」 

 公告期間は、参入業者が仕様書を読み込み、企画提案書を作成できるだけの十分

な日数を考慮した上で設定することとしたい。 

 




